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サステナビリティ情報開示に係るサービスメニュー

トーマツのリスクアドバイザリーでは日本を代表するグローバル企業のサステナビリティ情報開示

を幅広く支援しています

サステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用における各社の実態と実務課題2

◆ SEC、CSRD対応のための部門横断のプロジェクトを受託してPMO、ギャップ分析、開示項目

検討、システム検討、情報収集プロセス検討、（場合により）監査人対応などを実施
➢ 非財務情報開示規制対応

◆ レポートの企画支援として、全体構成、価値創造ストーリー設計、経営者メッセージ等主要コン

テンツの設計等（デザインは原稿執筆は制作会社）

➢ 統合報告書、サステナビリティ

レポート作成支援

◆ シナリオ分析支援、TCFDフレームワークに沿った開示内容アドバイス等
➢ TCFDフレームワークに則った開示

対応支援

◆ 子会社のデロイトトーマツサステナビリティにおいてサステナビリティデータの第三者保証を提供➢ 開示データの第三者保証

◆ ISO30414や人的資本可視化指針を参考にしたアドバイス等➢ 人的資本開示支援

◆ GHG排出量（スコープ1-2-3）算定を担うITソリューションを提供➢ GHG排出量算定
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サステナビリティ経営に係る各種サービスメニュー

サステナビリティ経営を実装するトランスフォーメーションの一部として、サステナビリティ情報開示

の高度化を位置づけています

基本設計 詳細設計 導入・実践

チェンジマネジメント設計

評価基準改訂・意思決定プロセス立案

非財務情報開示の動向確認・現状分析

TCFD対応の検討

リテラシー向上

（部門長）

e-Learning全社展開、意識調査・モニタリング

リスクマネジメントの高度化

ビジョン・ミッション・バリュー改訂

情報基準・要領の改訂

シナリオ分析の実施

PDCA設計・運用開始

TCFD開示 シナリオ分析の高度化・横展開エンゲージメント実践

中長期GHG排出削減目標の設定

パーパス策定

リテラシー向上

（経営層）

ロードマップ策定

非財務KPI・中長期目標設定マテリアリティ分析戦略とESG課題のマッピング

情報開示プロセスの改善 非財務情報の収集プラットフォーム構築・高度化

中堅ワークショップ開催

展開・定着化、モニタリング

中期経営計画への反映

リテラシー向上

（部門長）

リテラシー向上

（経営層）

リテラシー向上

（部門長）

リテラシー向上

（経営層）

人権デューディリジェンス設計・実施

サステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用における各社の実態と実務課題3
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背景・状況の認識

4 サステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用における各社の実態と実務課題
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サステナビリティ関連データ・情報の収集・分析・活用に必要なガバナンス構造

価値基準の変遷に呼応して企業内の様々な評価指標も見直す必要があり、サステナビリティ

関連データ・情報を意識的にガバナンス構造に組み込むことが期待されます

ガバナンス基本構造

◼ 財務と同じ連結の範囲で非財務情報が収集されている（基本的に連結を想定）

◼ 非財務データのインプット、チェック、確定、分析、報告のフローが整備されている

◼ IT・システムを活用して効率的に非財務情報が収集・分析・活用されている

◼ マテリアリティに係る非財務KPIなど、重要な非財務情報で第三者保証を受けている

◼ 非財務情報の収集・分析・活用に必要な規程類が整備・体系化されている

◼ 経営レベルや各レイヤーの意思決定に非財務情報が活用されている

◼ 非財務情報の開示に係る外部動向や各種制度がモニタリングされている

◼ 組織・会議体の役割分担や権限移譲、意思決定フローが整備され、統制が取れている

◼ 十分なリソース（人員、予算等）が配置されている

◼ 非財務KPIの達成状況等を把握するために、システム・ツールが整備されている

◼ 財務情報のみならず非財務情報が戦略や事業計画の策定に活用されている

◼ 財務／非財務情報の関係が整理され、中期経営計画に非財務目標が盛り込まれている

◼ 自社の理念や価値観がマテリアリティに反映されている

◼ マテリアリティに非財務KPIおよび中長期目標が設定されている

非財務情報の収集・分析・活用に係る『あるべき姿』

◼ 社外のステークホルダーに対して非財務情報を含む価値創造ストーリーが正しく伝わっている

オペレーション／IT

制度・

意思決定プロセス

組織・

ガバナンス

戦略・

事業計画

理念

価値観

ステークホルダー
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サステナビリティ経営へのトランスフォーム

経営の本流に如何にサステナビリティを統合するか、開示基準への対応をトリガーに各社はSX

の実践が求められている状況にあります

経営の本流とは分断されたサステナビリティ（旧来型）

連携

◼企業理念

◼ ビジョン

◼事業戦略

（中期経営計画）

◼ CSR方針

マテリアリティ

分析

◼事業目標・KPI ◼社会／SHからの

要請事項

◼ CSR重要課題

（マテリアリティ）

◼ KPI/ESG目標

CSRのPDCA事業のPDCA

◼社会課題／SH要請

➢ SDGs

➢グローバルリスク

➢気候変動シナリオ

◼業界動向

➢国家戦略

➢各種予想・統計

中長期視点での

リスク・機会の認識

（マテリアリティ分析）

◼パーパス

◼企業理念、ビジョン

自社の資本が解決に

寄与する

社会課題の抽出

◼ ESG重要課題

（マテリアリティ）

◼中長期事業戦略

◼事業目標・KPI

ESGが統合された

事業のPDCA

◼サステナブル経営

方針

◼当社グループの

資本（6資本）

経営の本流に統合されたサステナビリティ
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サステナビリティ経営の高度化と開示要請対応のバランス

株主・投資家の関心が反映された開示基準にはコンプライアンスとして対応しつつも、本質的

にはサステナビリティ経営高度化の実態が、進捗や実績として開示されるべきと考えます

サステナビリティ経営の

高度化

各種開示要請への対応

◼社会課題／SH要請

➢ SDGs

➢グローバルリスク

➢気候変動シナリオ

◼業界動向

➢国家戦略

➢各種予想・統計

中長期視点での

リスク・機会の認識

（マテリアリティ分析）

◼パーパス

◼企業理念、ビジョン

自社の資本が解決に

寄与する

社会課題の抽出

◼ ESG重要課題

（マテリアリティ）

◼中長期事業戦略

◼事業目標・KPI

ESGが統合された

事業のPDCA

◼サステナブル経営

方針

◼当社グループの

資本（6資本）

経営の本流に統合されたサステナビリティ

（背景にある）

経営者の意思

（背景にある）

株主・投資家の関心
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各社の実態から見えてくる実務課題と対応の方向性

8 サステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用における各社の実態と実務課題
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✓ マネジメント層の意思決定サイクルとサステナビリ

ティ関連データ・情報の収集・分析・報告頻度の

同期

✓ サステナビリティ委員会、リスクマネジメント委員

会のアジェンダ設計と報告主体のアサイン

✓ 財務・非財務データを統合して担う組織・習慣

の欠落・不在

サステナビリティ経営の高度化 各種開示要請への対応

サステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用における各社の実態と実務課題9

内部事情と外部要請を見据えた「あるべき姿」の実装へ

【企業の取り組み状況と課題】

将来の企業価値向上に寄与するマテリアリティの進捗モニタリング機能とともに、各種開示要

請に対応するためのガバナンス基本構造の設計と実装に取り組む企業が出始めています

開示基準の要求事項

ISSB

CSRD

SEC

業務プロセスの設計

データ収集

モニタリング

算定

開示・報告

フィードバック

「あるべき姿」の設計と実装

ガバナンス基本構造

オペレーション／IT

制度・意思決定プロセス

組織・ガバナンス

戦略・事業計画

理念

価値観

内部の意思

の反映

✓ 連結でのデータ収集や内部統制、有報開示に

精通する経理・財務部門との連携

✓ ISO適用範囲外の環境データ収集やグループ・グ

ローバルで人事データ収集を担う組織の決定

✓ スコープ3のカテゴリー1に係る一次データ、人権リ

スク等、社外・サプライチェーンに関するデータ収

集担当組織の不在

外部要請へ

の対応

設計と実装における課題 設計と実装における課題
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データ収集～開示のフローとマテリアリティ

【企業の取り組み状況と課題】

企業価値向上へ向けた自社の活動と開示を整合させるうえでも、自社にとってのマテリアリ

ティの検討が重要です

収集したデータ

内部管理用

外部開示用

外部からの要請（規制、ESG評価等）

少ない方が

望ましい

独自性、

自由演技

例：自社への影響

例
：
環
境
・
社
会
へ
の
影
響

Financial Materiality

Im
p

a
ct M

a
te

ria
lity

現在多く開示されているマテリアリティ（最重要課題）

開示規制におけるマテリアリティ（開示の閾値）

✓左図はCSRDの例

✓ ISSBはFinancial 

Materialityに近いと思わ

れる

✓マテリアルかどうかの判断は

企業自身が行う

✓項目数が多いと「総花的」

と言われることがあり、近年

は数を絞り込む傾向にある

✓粒度が大きい（「課題」の

レベル）ことが多い

規制の要求項目でも

自社にとってマテリアル

でなければ開示しなくと

も良い

データ収集~開示のフローと外部からの要請の関係

規制の要求項目でなくとも

自社にとってマテリアルなら

開示する
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問題点の発生場所（GHG排出量の場合）

【サステナビリティ関連データに対する第三者保証】

現状の限定的保証では内部統制の評価は要求されませんが、将来の合理的保証に耐えうる

開示を行うためには内部統制を含む業務プロセスを整備・運用することが必要になります

管理部門

子会社A

収集データを分析・整理し、PKG入力

PKG入力・承認

事業部門
データ収集

温室効果

ガス排出量

産業廃棄物

排出量

研修時間／

費用

人材確保・

定着の取組

研究開発費
工場見学

来場者数

内部通報

件数

取締役会

出席率

PKG入力・承認

・・

・・

・・

・・

・・

・・

・・・

データ収集

PKG入力・承認

・・

・・

・・

・・

・・

・・

・・・

データ収集

子会社B 子会社x

親会社

PKG入力内容をチェック、

年次目標の達成率の評価

PKGチェック・評価

全社データを合算し、開示作成・承認

合算・開示 開示項目

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と目標

上記のような問題が発生する原因としては、グループ全体で統一したルールがなく、

内部統制が整備・運用されていないことにあります

・・

・・

各拠点

境界の設定

算定

（活動量の測定、

換算、係数の適用を

含む）

排出源・監視点の

特定

◼ 数値、単位の転記誤り

◼ 対象組織の記載不備

◼ 算定方法の記載不備

◼ 排出源・監視点の漏れ、二重計上

◼ 対象組織の漏れ、

二重計上

◼ 活動量の測定方法の誤り

◼ 活動量の転記誤り

◼ 換算式、係数、単位の適用に関する誤り

◼ 活動量の漏れ、二重計上

◼ 換算式又は係数の適用における

誤り

◼ 集計システムの計算式の誤り
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サステナブル・ガバナンスと統合データ基盤

【サステナビリティ関連データのシステム連携】

各事業部門で走らせているKPI・KRIを含むデータを、統合データ基盤で一元化して業務効率

を高めつつ、コーポレート部門による適切な権限設計によりガバナンスを効かせます

グループ本社部門

コーポレート部門

事業部門

A事業部 B事業部 C事業部 D事業部

執行役員

A

執行役員

B

執行役員

C

執行役員

D

取締役

財務・非財務

統合データ基盤システム

ERP ERP ERP ERP

➢ 事業部門の執行役員の成果を

評価する権限

➢ リスクそのものを選ぶ権限

➢ リスクが指示した通りに低減され

ているか

Sales DB R&D DB Sus DB・・・

財務情報 非財務情報

権限設計

業績・報酬評価

リスク評価

レポーティング

（サイクル・ライン）

➢ KPIと役員報酬をリンクさせる◼ 事業部門から上がってくる製

品・サービスに紐づく非財務

データ・KPIを収集・分析する

◼ 製品・サービスに紐づく非財務

KPIを設定し、非財務データを財

務データ・KPIと一体で運用する

モニタリング

➢ ダッシュボード化によるタイムリーな

情報活用
➢ サステナビリティ経営のための

レポート体系の再整理

1

2

3

45

◼ 非財務KPIを通じて、サステナ

ビリティ経営の進捗を管理する
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データの成熟度により異なる課題と対応オプション

【非財務情報の収集・開示における課題と対応の方向性】

サステナビリティ関連データの成熟度によって、関連する課題や必要な対応は異なってきます

高低

データの定義が無い データの定義が曖昧 定義は有るものの不徹底 定義が明確かつ全社で徹底

✓そもそもデータの定義が無い

✓どこからどのように取得すべき

かの議論ができない

データの成熟度

課題

データの一例 •ネイチャーポジティブ

✓一定、データの定義はあるもの

の馴染みが無い

✓収集・分析・報告すべき組織

が未定あるいは認識がない

•サクセションカバー率(ISO30414)

•サプライチェーン人権リスク

✓基準・定義が全社に周知され

ていない

✓業務要件が不明確な為に、

システム導入が検討できない

•重大コンプライアンス違反数

•男女間賃金格差

✓集計範囲に漏れがある

✓データの精度向上と信頼性の

確保が不十分

✓収集の効率化が出来ていない

•GHGスコープ1-2排出量

•度数率・強度率

必要な対応

◆外部動向や他社事例の情報

収集

◆自社としての定義検討

◆外部動向や他社事例の情報

収集

◆自社としての定義明確化

◆算定ロジックの確定と周知

◆基準・定義の全社周知

◆内部監査による不徹底の検知

とフィードバック

◆エクセルバケツリレーの効率化

◆ITソリューションの選定・導入

◆データ取得の自動化検討

◆第三者保証の取得・拡大
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ISO30414が示す人的資本KPIの一例

【データ成熟度のサンプル】

人的資本に関する情報開示の指針となるISO30414にはあまり馴染みのない指標が含まれて

おり、多くの企業が直ぐにデータが取得できる状況になく、悩ましい状況です

主な管理指標 指標の定義 指標の意義 指標計算式

◼重要な求人ポジションの

うち、内部採用の割合

✓重要な求人ポジション総数に占める内

部採用の割合

✓求人ポジションが内部募集による再配

置で充足したことを表す

✓採用された内部採用の重要なポジショ

ンの数／重要ポジションの総占有数

×100

◼社内人材供給力

✓複数のパフォーマンスおよび評価領域で

最小能力要件の閾値を満たす人材プー

ルの合計数

✓重要なポジションに移動できる候補者

及び準備状況を示す

✓人材プール全体の平均的なコンピテン

シーレベルを測定し、そのレベル保持者

の割合

◼サクセッションのカバー率
✓リーダーシップ承継者の数における候補

者の数の割合

✓重要なポジションが潜在的な後継者に

よってどの程度カバーされているかを理解

し、後継者プールのギャップを予測または

克服することに役立つ

✓サクセッションプール人数／リーダーの総

数×100

◼後継準備率

✓重要なポジションについて、後継者が「a)

準備できている、b)1-3年以内に準備で

きる、c)4-5年以内に準備できる」割合

✓組織における重要ポジションの承継候

補者を特定し、承継者のパイプラインの

強さを知るための有力な指標として活用

できる

✓A)即戦力候補者数／重要ポジション

候補者数×100

考え方 ◼ 各人材プールにおける後継者計画の状況について示すことができる「サクセッション」に関する指標を参考とする
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今後求められる「ESGデータドリブン経営」の輪郭

【ESGデータドリブン経営】

企業活動をタイムリーに企業価値に繋げる経営管理基盤として、意思決定のためのインプット

及びアウトプットのデータ／アナリティクス基盤を具備する「ESGデータドリブン経営」が必須です

インテリジェンス
戦略／KPI設計／

意思決定 企業活動 開示

ステークホルダーの

期待値モニタリング
（短期的な企業価値への

影響分析）

外部環境（PEST）の

不確実性を踏まえた

シナリオプランニング
（戦略の前提の設定）

戦略に基づく

企業活動の遂行

財務／非財務情報の

開示

財務

情報

ガバナンス原則

地球

人

繁栄

開示戦略／方針

企業価値／
外部ステークホルダ

Gnosis.strategy

ドライバー#1

ドライバー#2

ドライバー#3

1

3

5 7事業PF上／各事業の

戦略策定／KPI設定

経営／事業／機能戦略

／各種施策／KPI

（攻め／守り両面）

4

企業活動に関する

内部統制及び

財務／非財務情報の

報告／管理

6

企業価値

顧客

サプライヤ

社会／市民

株主

NGO

ESG

評価機関

非財務

情報
製造

人事
マーケ
営業

XX

経営

外部環境（PEST）

長期的トレンドの

兆候モニタリング
（長期的な企業価値への

影響分析）

2

R&D 物流
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ESGに係る諸活動・マテリアリティの効果検証ニーズ

【ESGデータと企業価値の相関分析モデル】

自社内で実施されている種々の取組みの企業価値への効果を把握することができれば、戦略

や実施事項の有効性検証に資する根拠となります

経営方針

外部環境変化・社会的要請

内部環境変化・競争優位性源泉

✓ 気候変動への対応

✓ 地域社会への貢献

✓ ジェンダーダイバーシティの確保

✓ ウェルビーイングの実現

✓ 税の公平性

✓ キャピタルマーケットにおける実効的ガバナンス

…etc

✓ 適切な廃棄物処理

✓ 安全衛生・労働者の権利の実現

✓ 働き方の多様化

✓ DX技術対応・人財育成

✓ 蓄積ノウハウの継続的維持・発展

✓ パーパスを中心とした社員統合

…etc

マテリアリティの抽出事業環境・ステークホルダ要求分析 KPIの設定

サプライチェーン

毎脱炭素施策

GHG排出量

縮減量

再生可能エネルギー

と脱炭素

女性登用

トレーニングの

積極化

女性

管理職数増

エンゲージメント

施策実施

経営施策への

共感増

DX認定資格者増

加施策

広範な

デジタル化実績

各種独立

委員会の

設置・開催

意思決定過程

透明性評価

ダイバーシティ＆

インクルージョン推進

共通価値観の醸成

人財開発

健全で透明性の

高いガバナンス

プロセス 結果
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ルートコーズ仮説図

企業価値創造（PBR、PER、ROAなど）に導出される非財

務項目に至る道筋（ルートコーズ仮説）を描画

17

因果推計・回帰係数/戦略・戦術の検証

構築した関係性仮説を外部

データに基づき検証

関係性（因果）を各項目と

回帰係数を付して分析

できるだけ多くの関係性を発

見することで的を得た定性分

析の発射台に

定量分析を起点に、

計量経済学的な最新知

見を踏まえ戦略・戦術の検

証・方向性を議論

【ESGデータと企業価値の相関分析モデル】

自社内のESGに関する諸活動と企業価値との相関分析は各種事例も出始めています

ESGに係る諸活動の効果検証（例）

サステナビリティ関連データの効率的な収集と戦略的活用における各社の実態と実務課題
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